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経済再建の課題



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 1

企業の再建 2010.02.26

経済再建の課題

1

中小企業が
多く立地する

2

社員が
被災する

3

企業の社屋が
被災する

4

ライフラインが
止まる

5

本社・支社機
能が停止する

6

建物内のイン
フラ支障が発
生する

7

サプライチェー
ンが被災する

8

事業継続が
困難になる

9

初動対応のミ
スが発生する

11資金繰りや
人材確保に問
題が発生する

13

復旧が
長期化する

14

競争力が
低下する

12

復興特需で増
益する企業が
発生する

15

多数の企業が
倒産する

ボトルネック

これまでの経緯① 2008/3/14
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１つのカテゴリーで、重点的に扱うべき対応の時間範囲を設けた

企業の再建
経済再建の課題

2010.02.26
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企業の再建
経済再建の課題

8

事業継続が
困難になる

2

社員が
被災する

3

企業の社屋が
被災する

4

ライフラインが
止まる

6

建物内のイン
フラ支障が発
生する

14

競争力が
低下する

15

多数の企業が
倒産する

1406

都心機能の集
中被災が発生

する

1407

取引慣行が
破壊する

1408

海外投資家が
日本から資金
を引き揚げる

1409

キャッシュフ
ローの困難が
おこる

1410

金融不安が起
こりやすい土壌
ができる

1411

貸し渋りが
起こる

1412

インバウンドサ
プライチェーン
が被災する

1413

アウトバウンド
サプライチェー
ンが被災する

1414

キーパーツが
手に入れられ

ない

1415

人的資源が
損失する

1416

商品が
被害を受ける

1417

東京湾の機能
が停止する

1418

復旧コストが
かかる

1419

公的支援が
有効に機能し

ない

1420

連鎖倒産で債
権回収が困難
になる

1421

収益が
低下する

1422

借金が
返せない

1423

資金繰りが
困難である

1424

社員に対して
給料が支払え

ない

1425

高齢の中小企
業の経営者が
会社をたたむ

1426

社長が
亡くなる

1427

買収される

1428

銀行が不良債
権を抱える

1429

税収が大幅に
減尐する

1430

失業者が
増加する

1431

企業の集約化
が進む

1432

独占寡占状態
になる

これまでの経緯②-1
2008/7/29

2010.02.26
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ネットワーク お金人材

本格的な事業再開までに
時間がかかる

マイナス要因

1382

本社の機能を
首都にもつ魅
力が失う

1384

交通手段が
停止する

1385

物流ネット
ワークが遮断

する

1386

物流が
停止する

1387

情報の流通
が停止する

1388

情報システム
が停止する

1389

情報ネット
ワークが遮断
される

1390

社員が
被災する

1391

人材確保に
問題がある

1392

建物内のイン
フラ支障が発
生する

1393

建物が大規
模に被災する

1394

復興コストが
異様にかかる

1395

資金の調達
がしづらくなる

1396

震災により需
要が恒久的
に減尐する

1397

円の価値が
下がる

1398

株価を安定さ
せる（下げな

い）

1399

復旧が
長期化する

1400

復興に]時間
がかかる

1401

事業継続が
困難になる

企業の再建
経済再建の課題

これまでの経緯②-２ 2008/7/29

2010.02.26
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企業の再建 2010.02.26

経済再建の課題

1383 日本を

代表する大企
業（多国籍）が
外に出てしまう

コストの削減 政府

プラス要因

経済

1368

土地が安い

1369

立ち上げコス
トが安い

1370

維持コストが
安い

1371

人件費が
安い

1372

政治・治安が
安定している

1373

経済が
安定している

1374

許認可が
得やすい

1375

企業優遇の
政策がある

1376  

法的規制（商
法、労働法、）
が緩い

1377

税金が安い

1378

他で再建した
方が効率的で

ある

1379 

国際企業（輸
出入してい
る）

1380

資金がある

1381

需要が確実
に見込める

1382

本社の機能を
首都にもつ魅
力が失う

1402

雇用が減る

1403

技術力が
外に出ていく

1404

税収入が
減る

1405

ブランドイメー
ジが変わる

これまでの経緯②-3 2008/7/29
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出典：重要な社会基盤防護CIP（Critical Infrastructure Protection）

被害を受けたり、対応の主体となる社会システムの構造を意識して、
全体像を構造化する

企業の再建
経済再建の課題

2010.02.26
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1754

倒産する

1755

地震保険に
入っていない

1756

資金繰りに
窮する

1757

借り入れ
できなくなる

1758

株価が下がる

1759

資産の担保価
値が下がる

1760

海外・国内投
資家が資金を
引き上げる

161

売れない

1762

仕入価格が
上昇する

1763

復旧コストが
かかる

1764

円安になる

1765

地域外に（海外
含めて）客を取

られる

1766 被災地
圏内の購買意
欲・購買力が
低下する

1767

営業活動が
止まってしまう

1768

生産が
できなくなる

1769

取引先が
被災する

1770

ものが
運べない

1771

設備が
やられる

1772

従業員が
出社できない

1773

情報伝達が
途絶する

1774

被災した従業
員への対応が
必要である．

1775

交通機能が
マヒする

1386

物流が
停止する

1387

情報の流通が
停止する

4

ライフラインが
止まる

1410

金融不安が起
こりやすい土壌
ができる

1411

貸し渋りが
起こる

1428

銀行が不良債
権を抱える

1420

連鎖倒産で債
権回収が困難
になる

1421

収益が
低下する

1424

社員に対して
給料が支払え

ない

企業の再建
経済再建の課題

これまでの経緯③Ａ-1 200９/１/７

2010.02.26
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企業の再建
経済再建の課題

これまでの経緯③B-1 200９/１/７
1702 集まった
リソースだけで
は事業を継続
できない

1705

金を十分確保
できない

1706

企業活動を支
える「金」がなく

なる

1707

十分な人が
集まらない

1708

企業活動を支
える「人」がなく

なる

1709

物が十分集ま
らない

1710

企業活動を支
える「もの」が
なくなる

1711

情報を十分に
確保できない

1712

企業活動を支
える「情報」が
なくなる

1713

情報が
集まらない

1714

重要情報が
損失する

1422

借金が
返せない

1423

資金繰りが
困難である

1421

収益が
低下する

1407

取引慣行が
破壊する

1409

キャッシュフ
ローの困難が
おこる

1410

金融不安が起
こりやすい土壌
ができる

1411

貸し渋りが
起こる

1408

海外投資家が
日本から資金
を引き揚げる

1385

物流ネットワー
クが遮断する

1416

商品が
被害を受ける

1415

人的資源が損
失する

1428

銀行が不良債
権を抱える

2

社員が
被災する

4

ライフラインが
止まる

7

サプライチェー
ンが被災する

1388

情報システム
が停止する

1393

建物が大規模
に被災する

物人金 情報

2010.02.26
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1689

社会的不安を
増大させない

1690

モチベーション
が低下する

1691

生産性が
落ちる

1692

組織力が
落ちる

1693

地域の再生が
成り立たない

1694

生活再建が
実現できない

1695

雇用の場が
失われる

1696

人を切らざるを
得ない

1697

人をきっては
いけない

1698

企業活動を支
える人を確保

する

1699

事業規模を縮
小する事態を
想定する

1700

会社を
継続する

1701

会社を継続で
きない

1703 とりあえ
ず今を乗り切る
ことしか考えら
れなくなる

1704

将来のマー
ケットの予測が
つかなくなる

1715

いざほしい時に
人材確保に問
題がある

1429

税収が大幅に
減尐する

1430

失業者が
増加する

1424

社員に対して
給料が支払え

ない

1401

事業継続が
困難になる

5

本社・支社機
能が停止する

15

多数の企業が
倒産する

14

競争力が
低下する

1383日本を代
表する大企業
（多国籍）が外
に出てしまう

企業の再建
経済再建の課題

これまでの経緯③B-2 200９/１/７

2010.02.26
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災害時の事業継続投資に価値を生む
（BCI）Business continuity Investment

1749

売上を上げる

1750

販売・生産を
続けたい

1751

もの（財）が
作れない

1752

危機対応に向
けたコストをか
けたくない

1753

競争力のある
企業でいたい

1905 災害時の事
業継続投資に価値
を生む（BCI）

Business

continuity

Investment

例：解決策

1906

資材備蓄

1909

生産拠点の
分散化

1907

仕入の多チャ
ンネル化

1908

従業員の確保

例：投資誘導、規制

1910

BCPのISO化

1912

市場評価

1911

株主評価

1913

コストを
組み入れる

1914

CSR

これまでの経緯③Ａ-2 200９/１/７

企業の再建
経済再建の課題

2010.02.26
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個人

家計

市場

産業

社会／文化

構造物

自然

基盤（通信／エネルギー／水）

流通（金融／交通）

公共サービス（行政）

環
境

社
会
基
盤

民
間
活
動

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

企業の再建
経済再建の課題

2010.02.26
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1710企業活動を支える

人・もの・金・設備・
情報がなくなる

1430

失業者が増加する

15

多数の企業が倒産
する

1431

企業の集約化が進
む

1432

独占・寡占状態に
なる

14

競争力が低下する

1765地域外に(海外含
めて)客を取られる

1403

技術力が外に出て
行く

1383日本を代表する
大企業（多国籍）が

外に出てしまう

1419

公的支援が有効に
機能しない

1429

税収が大幅に減少
する

事業継続
できなくなる

1702集まったリ

ソースだけでは事
業を継続できない

４
４ ３

４

４ ４ ４ ５

４

４

４

４

５

人がなくなる ものがなくなる かねがなくなる 設備がなくなる 情報がなくなる

「企業の再建」
①まとめ

企業まとめ

企業の再建
経済再建の課題

2010.02.26
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1415

人的資源が流出す
る

2

社員が被災する

1424

社員に対して給料
が払えない

1774被災した従
業員への対応が必

要である

1772

従業員が出社でき
ない

1707

十分な人が集まら
ない

1708

企業活動を支える
「人」がなくなる

人が確保できなく
なる

４

４

４

４ ４ ４

９ ７

「企業の再建」②人

ヒト

企業の再建
経済再建の課題

2010.02.26
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7

サプライチェーン
が被災する

1762

仕入価格が上昇す
る

1385

物流ネットワーク
が遮断する

1709

ものが十分集まら
ない

商品の値段が上昇
する

オンデマンドに商
品を供給できなく

なる

1766被災地圏内

の購買意欲・購買
力が低下する

161

売れない

1421

収益が低下する

1768

生産ができなくな
る

1416

商品が被害を受け
る

ものが生産
できなくなる

原材料価格が上昇
する

1769

取引先が被災する

1770

ものが運べない

1386

物流が停止する

1775

交通機能がマヒす
る

４

４

４

６

６

６

６

４

３ ３

４

４

４

４

６

７

４

「企業の再建」③もの

モノ

企業の再建
経済再建の課題

2010.02.26



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究
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1420連鎖倒産で

債権回収が困難に
なる

1428

銀行が不良債権を
抱える

1758

株価が下がる
1764

急激な円安になる

1408海外投資家

が日本から資金を
引き揚げる

1410金融不安が

起こりやすい土壌
ができる

1759

資産価値が下がる
1411

貸し渋りが起こる

1407

取引慣行が破壊す
る

1757

借り入れができな
くなる

1422

借金が返せない

1705

金を十分確保でき
ない

1409

キャッシュフロー
の困難がおこる

1756

資金繰りに窮する

1706

企業活動を支える
「金」がなくなる

４

４

４

３

３ ３

３３３

３

３ ３ ３ ３

３

金利が上がる

「企業の再建」④金

カネ

企業の再建
経済再建の課題

2010.02.26
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1755

地震保険に入って
いない

4

ライフラインが止
まる

1393

建物が大幅に被災
する

1771

設備がやられる

1783

復旧コストがかか
る

設備がなくなる

４

４

４

７ ９

４

「企業の再建」⑤設備

設備

企業の再建
経済再建の課題

2010.02.26



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 17

1714

情報伝達が途絶す
る

1388

情報システムが停
止する

1712企業活動を
支える情報が入手
できなくなる

1713

情報が集まらない

1711

情報を十分に確保
できない

情報がなくなる

1714

重要情報が損失す
る

４

６

６

６ ６

７

７

「企業の再建」⑥情報

情報

企業の再建
経済再建の課題

2010.02.26
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事業継続する

復旧する

復旧しない

被災地において
投資をする

被災地において
投資しない

出て行く

留まる

倒産する

倒産しない

企業を支えてきたヒト・モノ・
カネ・設備・情報については
他地域で確保する/あきらめる

企業を支えてきたヒト・モノ・
カネ・設備

・情報の回復に努める

共通目標：
たとえ被災しても企業が
機能を継続する

復旧にヒト・モノ・カネ・設備
・情報を投下して
事業は制限する

復旧にヒト・モノ・カネ・設備
・情報は投下せずに、

移転や次の展開にそなえる

「企業の再建」根本問題

企業の再建
経済再建の課題

2010.02.26
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個人 個人
世帯

民間
活動

自企業

共業界
団体

産業

社会
基盤

公共
サービス

1669

貯蓄

1670

ローンしない
(家は買わな

い）

1671

田舎に土地・家
屋を持つ

1672

災害復旧手当
の支給

1673

首都直下の際
の被害想定

1674

被害想定・対
策の社員への
情報共有

1675

ワークシェアリ
ングを実施す

る

1676

本社機能の分
散

1677情報シス
テムの分散配
置（情報NWの

活用）

1678

本社の移転
（災害の尐ない
地域へ）

1679災害時の
業務と生活の
バランスとりに
関するルール

1680

同業種の支援
体制

1681

異業種の支援
協力体制

1682

災害に備え共
同運用資金を
プールしておく

1683

被災地外の企
業が人を受け
入れる

1684

公的な融資制
度を作る

1685 優良企業名
の公表（アメ）（人
を切らない形での
事業継続）

1686

特別な税の
猶予・減免

1687

各種規制の
撤廃

1688

広域的な職業
の斡旋

企業の再建
経済再建の課題
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• 貯蓄する

• 同時被災しない地域に土地・家屋を所有する

• 家を購入しない/住宅ローンの借り入れをしない

• 首都直下の被害想定の実施→社員への情報共有

• 本社機能の分散

• 災害復旧手当の支給を計画

• 災害時の業務と個人生活の配分のルール作り

• ワークシェアリングの実施検討

• 同業種の支援体制

• 異業種の支援協力体制

• 支援金をプールしておく
• 被災地外の企業が一時的に雇用を引き受けるような協定

• 公的融資制度や税の猶予・減免の実施

• 各種規制の撤廃

• 広域的な職の斡旋

個人

企業

業界団体

行政

企業の再建
経済再建の課題
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